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私たちを取り巻く環境 

 

ならコープは、創立以来「よりよい生活は、

平和とよりよい環境の中でこそ実現する」と考

え、「安心・安全」を求めてさまざまな活動を展

開してきました。そして 1991年には、環境に

対するならコープの姿勢を「環境基本政策」に

まとめ、環境活動の基本的な考え方や方向性

を広く内外にアピールするとともに、事業高の

千分の一を環境資金に充て、着実に環境を守

る取り組みを実践、前進させてきました。 

その間も環境をめぐる情勢は大きく変化し、想定を上回る水害や干ばつが全世界で起こり、異常気象と

温暖化が顕著になってきています。こうした「地球の危機」を回避するためには、現在わたしたちが依存してい

る化石燃料由来のエネルギーを、ＣＯ２を排出しない再生可能エネルギー主体に根本的に転換することが必

要です。しかしロシア軍のウクライナ侵攻長期化により引き起ったエネルギー不足の不安からエネルギー価格

が上昇し、再生可能エネルギーの拡大に取り組む新電力各社は事業存続の危機に陥っています。日本政府

は 2022年 12月、GX（グリーントランスフォーメーション）基本方針を決定、次世代原発の開発・建設を推

進し、既存原発の 60年超の運転を認めるなどこれまでの方針を大きく転換しました。戦争により平和と環境

が脅かされる中、地球温暖化は我々人間が引き起こしていることを肝に銘じ、脱炭素に向け私たちひとりひと

りが環境やエネルギー問題に関心をもち、より一層行動していく必要があります。 

このような情勢の中、ならコープは「2030環境ビジョン」にもとづき、持続可能な社会の実現に向けた行

動を開始、エネルギー問題、食品ロス問題、プラスチック問題を中心に活動をすすめました。「2030環境ビ

ジョン」は、ならコープにかかわるすべての関係者のビジョンでもあり、未来への約束です。「子どもや孫のた

めに美しい地球と自然を残したい」という純粋な想いと倫理観を広げ、事業・活動・運営の中で、プラスチック

や食品ロスを減らし、ＣＯ２削減に向け省エネ機器設備を積極導入するだけでなく、化石燃料への依存から自

然エネルギーの活用へと舵を切り、新たな環境政策を評価、実践する経営で、組合員の行動の変化につなが

る取り組みを確実に積み上げていくことをお約束し、2022年度の環境活動についてご報告します。
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2030環境ビジョン目標に対する進捗状況 

 

  

《基準年》 

 ＣＯ２排出量削減（2013年）、食品ロス削減（2019年）、プラスチック容器包装削減（2018年） 

《対象範囲》 

① 温室効果ガス排出量、エネルギー使用量（電気・燃料・ガスなど） 

ならコープ本体のみ（無店舗事業・店舗事業の配送委託業者の燃料使用量含む） 

② 再生可能エネルギー発電量 

ならコープ、㈱CWS（つくばね発電所出資比率にて算出）、㈱コープエナジーなら 

③ 事業で排出する食品ロス 

ならコープ本体事業（無店舗事業・宅配事業・店舗事業・物流センター・農産加工センター） 

※店舗等テナント含まず 

④ 事業で使用する容器包装使用量 

容器包装リサイクル法の適用範囲のならコープ本体事業の容器包装 

 

※大手電力会社供給分のＣＯ２排出係数は、全国の生協が加盟する日本生活協同組合連合会で定められた

統一排出係数を使用しています。㈱ＣＷＳ（ならコープでんき）供給分は、電気事業者別排出係数（令和 4

年度実績）を使用しています。 
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1. 地球温暖化対策を推進し、再生可能エネルギーを利用・普及する取り組み 

私たちは、地球の持続可能性を揺るがす気候変動の脅威に対して意欲的な温室効果ガス削減目標（2030

年環境目標）を掲げ、省エネルギーの促進と再生可能エネルギーの導入に積極的に取り組みます。再生可

能エネルギーの電源開発や家庭用電気小売拡大により、原子力発電に頼らないエネルギー政策への転換

をめざします。 

 

(1)  温室効果ガス削減の取り組み 

 

（表 1） 

 

（表 2） 
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（左_図 1 右_図 2） 
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地球温暖化防止自主行動計画にもとづき温室効果ガス削減に取り組みました。2022 年度ＣＯ２総排出量は

8,887ｔ-ＣＯ２（計画 9,200ｔ-ＣＯ２、計画比 103.5％、前年比 93.0％）と温室効果ガス削減を実現するこ

とができました。（表２）。 

① 電気使用量は 17,918千 kWh（計画

16,694千 kWh、計画比 93.1％、前

年 18,303千 kWh、前年比 97.9％）

となりました。2022年 10月 9日（日）

に発生したサイバーインシデント 1によ

り無店舗事業では 7週間にわたり配達

ができず商品のセットラインなどの稼働

を停止したことが影響し、電気使用量

が減少しています。省エネの取り組みと

しては改装時に店舗の冷蔵・冷凍ショ

ーケースなどの省エネをすすめてきた

こともあり、電気使用量の削減ができていま

す。また、電力事業を担う㈱ＣＷＳの自前再

エネ調達量の増加と電力事業提携先の電

源改善により、ならコープでんきのＣＯ２排

出係数 は 0.250kg-ＣＯ２(前年 0.277 

kg-ＣＯ２、前年比 90.2％)と低減できまし

た。電源のＣＯ２排出係数低減は難しいた

め、電気使用量の削減に向けた積極的な取

り組みが重要となっています。 

1) 店舗の省エネの取り組みでは、コープ学

園前のリニューアル（2022年 3月）に

あわせ冷蔵・冷凍ショーケース、LED照

明、空調を最新式の省エネ機器に更新。

更新した電気設備の 28.7％の省エネ

化の試みが計画通りに進み、太陽光発

電の自家消費と合わせ、32.0％の削減

につながっています。2021年度にコー

プいまごに実験導入した冷蔵・冷凍

ショーケースおよび空調に設置する

省エネ機器コンティニュウムは

2022年度には、コープなんごう

（2022年 6月）、コープ朱雀

（2023年 3月）、コープ学園前

（2023年 3月）、コープみみなし

ならコープでんき電源構成 

（2021年 4月～2022年 3月） 

コープ学園前の電気使用量の前年比較 

省エネ機器コンティニュウムの節電イメージ 
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（2023年 3月）に追加設置、導入店舗の電力量の 2％削減を見込みます。また、コープ七条には空調

自動制御システムであるエナッジ airを実験導入（2023年 2月）、電力量の 4％削減を見込みます。

運用面では冬季の飲料ケースの冷気送風をOFFにすることや農産品のうち冷蔵不要な商品をひとま

とめに陳列し、ショーケースの電源をＯＦＦにするなど省エネに努めました。 

2) 太陽光発電を自家消費することで購入する電力の削減につな

がっています。2022年 3月に発電を開始した旧農産加工セ

ンターの太陽光発電は環境省「令和３年度二酸化炭素排出抑

制対策事業費等補助金」を活用（補助金額 4,967,000円

（補助率 1/3））し、協力企業（おひさま PPA株式会社）2が設

置、旧農産加工センターは他企業へ賃貸中であることから、発

電した電気は旧農産加工センターでは使用せず、送電線にて

託送して物流センターで使用するオフサイト PPA3という新し

い事業モデルで導入、環境省の事例共有セミナーで導入事例を報告するなど脱炭素に取り組む企業や

団体から注目を集めています。 

3) ならコープ全体では、エコオフィス手順を策定し、エアコン

の設定温度を基本冷房 26℃以上（オフィスは 28℃以

上）、暖房 20℃以下として省エネに努めました。組合員と

の啓発行動では七夕の 7月 7日、ディアーズコープいこ

まにてに地域の環境団体（NPO法人 奈良ストップ温暖化

の会、（一財）再エネ協同基金）とソーラーランタン作りと点

灯式を開催。短冊に地球温暖化防止についての願いを書

き、店舗外部照明を消灯して子どもたちが作ったソーラー

ランタンを点灯し、参加者と楽しみながら地球温暖化について

考える機会を提供しました。 

 

② 車両燃料使用量 

 

（表 3）           

ソーラーランタンづくり 

（デイアースコープいこま） 

オフサイト PPA事業スキーム 
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（図 3） 

1) ガソリン使用量は 108,950L（前年 92,614L、前

年比 117.6％）、軽油使用量は 1,672,072L（前年

1,678,469L、前年比 99.6％）となりました。バイ

オディーゼル燃料4（BDF燃料）使用車両のガソリン

や軽油使用トラックへの入れ替えを行っており、

2022年 12月に全 BDF燃料車両の入れ替えを終

了したこと、コロナ禍での営業活動も順次再開した

ことなど燃料使用量の増加要因がある中、前年並

みで推移しています。2015年度よりすすめてい

る EV化によるガソリン、軽油削減の継続ができて

います。 

2) 化石燃料由来の燃料使用量削減と、災害等発生

時に自治体などの要請に応じて必要な場所に電気

を移動させることを目的に導入している環境配慮

型車両（水素自動車・電気自動車・プラグインハイ

ブリッド車）は合計 55台になりました。配送用軽トラッ

ク ELEMO（HW‐ELECTRO社）は満充電で約

200km走行できることから店舗での買い物代行サー

ビス車両に実験導入しました。海外製造車両であることから運転に慣れが必要であり、拡大については

慎重に判断していきます。トラックタイプの配送用 EV（日野自動車_デュトロ EV（2022年販売開始）、

三菱ふそうトラック・バス㈱_新型 eキャンター（2023年発売予定）、いすゞ自動車㈱_ELF ev（2023

年販売予定）など）の情報収集を継続し、価格・使いやすさなど調査のうえ導入検討します。 

  

左：トヨタMIRAI 右：日産 リーフ 

HW-ELECTRO ELEMO 
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③ ガス使用量 

 

（表 4）                

都市ガス使用量は前年比 94.0％、LP ガス使用量は前年比 101.5％となりました（表 4）。ガス空調器

（GHP）を使用していたコープたかだ閉店（2019 年 9 月）と、コープみみなしのガス空調機から電気空調機

（EHP）への転換（2021年 2月）により使用量は減少しています。化石燃料由来の都市ガスから、再生可能

エネルギー中心のならコープでんきを利用することで環境負荷軽減につなげています。 

 

④ フロン排出抑制法への対応 

2015年4月施行のフロン排出抑制法に基づき、ならコープでは簡易点検や定期点検を実施しました。なら

コープ全体の年間漏洩量は 420 t-ＣＯ２（前年 365t-ＣＯ２）でした。物流センターの冷凍蓄冷剤凍結庫から

の漏洩があり修理を行いました。年間のフロン類の漏洩量が 1,000t-ＣＯ２以下となることから国への報告義

務はありません。 
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(1) 再生可能エネルギー拡大の取り組み 

（表 5） 

① 再生可能エネルギーを「つくる」取

り組み 

再生可能エネルギー発電量は

6,458千 kWh（計画 7,000千

kWh、計画比 92.2％，前年

5,532千 kWh，前年比

116.7％）、発電容量は 5,485kW 

（前年 5,430kW、前年比１０１．

０％)となりました。2021年度末に

発電を開始したコープ学園前、旧農

産加工センターの太陽光発電、下北

山村の小又川水力発電所が年間通じて発電したこともあり発電量が増加しました。 

1) 奈良県最南端の村である下北山村と㈱コープエナジーなら5が協働して開発した小又川小水力発電所

は 2021年 3月、大雨による斜面の崩壊により村道が崩落、村道下に埋設した小又川発電所導水管も

ともに崩落し、発電を停止しましたが 2021年 12月に復旧し発電を再開後は順調に発電しています。

気候変動の影響により、短時間強雨（滝のように降る雨）が増加、通常の降水の日数が減少しており、利

用できる水量の確保がむつかしくなってきていますが下北山村在住の方の協力により取水堰堤の落ち
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葉等の除去回数を増やし、発電量の確保に取り組んでいます。 

2) 奈良県南部の吉野郡下市町の南都銀行下市支店が閉店、閉店後の施

設の有効活用について、下市町・南都銀行・ならコープ 3者で協議し、住

み続けられる地域づくりを目的とした事業所「ならコープ下市ステーショ

ン（2021年 4月開設）」に太陽光発電（19.4kW）と蓄電池（4kWh）、

EVのバッテリーから施設に給電できる V2H（Vehicle to Home）6を

設置しました。災害時に地域で活用するエネルギーの「自立」に貢献する

取り組みが進んでいます。同事業所には、奈良県の補助金「令和３年度

地域エネルギー資源活用支援事業」を活用して一般財団法人 再エネ協

同基金が薪ストーブを設置し 2021年 12月より運用しています。薪ス

トーブの燃料である薪は下市町の林業業者から購入（奈良県及び京都

府南部の広葉樹が中心）し使用しています。2023年 2月には下市

ステーション移動店舗に購入に来られた組合員と一緒に薪割り体験

会を開催しました。下市ステーションでは、ならコープグループの環境の取り組みの発信拠点として活用

する準備がすすんでいます。 

 

② 再生可能エネルギーを利用するならコープでんきの取り組み 

 

（表 6） 

1) ならコープでんき供給地点数は 4,791地点（計画 7,000地点、

前年 4,982地点、計画比 68.4％、前年比 96.2％、前年差 191

地点）となりました。ロシア軍によるウクライナ侵攻の影響によりエネ

ルギー価格が高騰、再生可能エネルギー拡大に取り組む新電力各

社は事業継続が困難な状況に陥りました。再エネ社会への転換が

遅れ、脱炭素化の動きにも逆行しかねない事態の改善に向けてパ

ワーシフトキャンペーン運営委員会が取り組む「大手電力会社との

不平等な競争状況や電力市場制度の改善を求める署名」に参加し

た署名運動では、1,589筆をあつめ事務局に送付しました。12

月 6日、事務局は 5,127筆の署名を経済産業省に提出、その影

響か公正取引委員会が 12月 14日に大手電力会社と新電力会社

との競争環境を調査する報道がありました。ならコープでんきは、

2023年４月に値上げすることを契約者にお知らせしたこともあり、２０２３年３月～４月にかけての解約

申し出が約 600件と供給地点数の減少が見込まれ、ならコープでんき普及には困難な状況が続きます

太陽光発電と V2H（下市ステーション） 
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がエネルギーの地産地消に粘り強く取り組みます。 

2) 映画ヴェンデ実行委員会主催の映画会「ウェンデ～光と水のエネルギ

ー～」に協賛しました。自然のエネルギーを活用する暮らし方やエネ

ルギーの在り方について参加者と考える良い機会になりました。奈良

県文化会館と橿原文化会館の 2会場で開催され、延べ 146人が参

加しました。 

3) 12月～3月までの期間、冬季の電力需要ひっ迫に対し国の補助プロ

グラムに参加、「ならコープでんき節電アクション」を実施し、ならコー

プでんき利用組合員に広く周知しました。参加申し込みの特典とし

て、節電に成功した参加者には利用代金から 2,000円の値引きを

実施しました。参加者は 1,287人（1,355供給地点）、「節電アクショ

ンに参加したことで節電を意識し、楽しく節電できました。」との声もあ

り、エネルギーを大切に使う暮らし方を考える機会になりました。 

4) ㈱ＣＷＳが提供するならコープでんきは、太陽光発電で発電し

た電気を一定価格で買い取る制度である固定価格買取制度

（以下ＦＩＴ制度）の買取期間が終了する組合員からの買取方

針を確定し、2019年 11月から組合員宅屋根の太陽光発電

由来の電気の買取を開始しています。2022年度末には組合

員 230人（発電容量 887.85kW、買取発電量

568,232kWh）が「ならコープでんき」の生産者となって「小

さなみんなの発電所」を実現しており、ならコープでんき電源

構成の 1%を占めるようになりました。少しずつですが奈良県

産エネルギーが増加しています。 

5) 2022年 12月、事業活動で使用する電力を再生可能エネルギーで賄

う「再エネ 100宣言 RE Action7」に登録（大阪いずみ市民生活協同

組合、青森県民生活協同組合に続き 3生協目）、2035年度に全事業

活動で使用する電力を再エネで運営することを宣言しました。2023年

度には本部の電力を再エネ 100％で運営します。 

  

（再エネ 100宣言 RE Action） 

ならコープでんき節電アクション 

映画「ヴェンデ～光と水のエネルギー～」 
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6) 再エネや省エネの普及啓発に取り組む（一財）再エネ協同基

金の活動 

2016年、ならコープが太陽光発電の売電収益の一部を寄付

して創設し、その基金を管理運営している（一財）再エネ協同

基金は 7年目の事業年度を終了しました。学習事業には 22

企画で延べ 456人（前年 14企画、延べ 145人）が参加、再

生可能エネルギーや省エネルギーの利活用機器導入に対する

助成事業では 46人に 1,371,000円（前年 34人

1,070,000円）を助成することができました。これらの取り

組みを応援する仲間である賛助会員（再エネふれんず）は昨年から 50人増加し 793人（個人 766

人、団体 27人）となりました。 

 （表 7） 

  

（一財）再エネ協同基金スキーム図） 
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2. 持続可能な生産と消費のために、商品とくらしのあり方を見直す取り組み 

私たちは、「つくる責任」と「つかう責任」の双方を促進することで、持続可能な社会づくりをめざします。国内

外の人々、そして限りある地球資源に思いを馳せ、商品の開発と供給を進めます。学習活動を通じて、エシ

カル消費や持続可能な社会に対する理解を促進し、私たち自らの消費行動やくらしのあり方を見直していき

ます。 

 

(1) 豊かな地域を作る取り組み 

① 地元食材を利用する取り組み 

「食べる“なら”大和」では地産地消産品のブランドとして、ＪＡならけん とならコー

プが県内農産物や、県内農産物を主原料とした加工食品の案内に一緒に取り組

み、地域経済に貢献しています。 

1) ならコープ店舗では、県内産農産物食材の直営販売を行っています。生産者自

らが店頭で商品陳列を実施することで地域内消費につながっています。 

2) 2016年 5月に設立された子会社㈱ハートフルコープよしのは、農産集荷事業を

はじめ、天然の湧き水を使用した宅配水事業（奈良桜よしの天然水）や水耕栽培

事業（フリルレタス）を展開しています。「桜よしの天然水８Ｌボトル」1 点利用に付

き 1円を積み立て、奈良県環境県民フォーラム8に寄付することで奈良県内をフィ

ールドに活動する環境保全活動に取り組む団体を支援し、奈良県の環境保全に

つなげています。2022年度分として 49,977円（前年 64,546円）を寄

付する予定です。また、宅配水ボトルを自社工場で製造することで輸送に

よるＣＯ２削減につなげています。水耕栽培のフリルレタスは夏期の熱暑、

大雨、台風など気象条件が安定しない中、安定価格で供給することが出来ました。㈱ハートフルコープ

よしのは障がい者総合支援法に基づく就労機会を提供する施設として運営され、障がい者の雇用に

もつながっています。 

3) 2022 年度には五條市にコープの農場を整備、白菜やキュ

ウリなどの農産物を生産する産直生産者から指導を受け、

とうもろこし、サツマイモを生産し、店舗や無店舗事業で組

合員にお届けしました。食料生産、福祉、地域経済・雇用・

エネルギー（発電・生ごみ）をテーマに事業活動を行うととも

に組合員や職員の学習の場として運営します。コープの農

場の運営は 2024 年をめどに㈱ハートフルコープよしのが

運営し、農業生産を開始する予定です。 

  

な～らちゃん 

（奈良県エコキャラクター） 
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(2) 事業活動や組合員活動によるプラスチック容器包装削減の取り組み 

 

（表 8） 

 

  

（図 4） 

① 事業活動におけるプラスチック容器包装削減の取り組み 

1) 事業活動におけるプラスチック容器包装排出量は

195,532kg （商品包材・共同購入打掛袋（コープきんき使

用分）が未集計のため暫定集計（前年 222,845kg（前年差

27,313 ㎏、前年比 87.8％）となりました。鶏肉類のノントレ

ー包装展開など食品トレー削減を行いプラスチック容器包装

削減につなげています。導入当初は買い控えにつながる心配

もありましたが帰宅後の冷凍庫への保管も簡易になり、家庭

ごみの削減にもつながり利用への影響は出ていません。なら

コープのプラスチック容器包装排出量の約 70％は無店舗事

業の打掛袋ですが衛生面、利便性、コスト面で打掛袋に代わる包材を採用するのは現時点では困難な

状況です。ただ 2024 年に開設予定の物流センタードライ棟（仮称）開設時には打掛袋を使用しないセ

ット方法を検討しており、実現できればプラスチック容器包装の 30％程度が削減できる予定です。 

ノントレー商品（コープ七条） 
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2) 2022 年度にコープみみなしで実験導入した、ポリエチレン

製傘袋を使用しない「傘の滴とり機」を全店舗に導入し、プ

ラスチック包装削減につなげています。雨水の店内侵入によ

る転倒などを心配しましたが問題なく運用できています。 

3) 2023 年 1 月、店舗レジで配布するスプーン（木製）、ストロ

ー（紙製）、紙袋（商品 1点につき 1枚は無料、2枚目以降有

料）を有料化しました。不必要なプラスチックカトラリー配布

抑制につながりました。 

4) コープきんき事業連合や全国の生協と協同した取り組みで

は、日本生活協同組合連合会（以下 日本生協連）が 2019

年 6月、プラスチック包材へのコープ商品対応方針を策定しました。「コー

プ商品開発においてマイクロプラスチック9を使用しないこと」「2030 年ま

でに、容器包材のプラスチック重量ベースで 2016年対比 25％削減する

こと」「2030 年までに、再生プラスチックと植物由来素材プラスチックの

活用を進め、使用率を合計で 50％に引き上げること」「2030 年までに、

飲料等ストローはプラスチック以外の素材に 100％切り替えること」を決

定し、プラスチック包材における環境負荷を減らす取り組み「リデュース

（減らす）」「リユース（繰り返し利用）」「リサイクル（再資源化・再生）」「バイ

オマス（植物性由来素材の使用）」の 4 つの視点で取り組んでいます。な

らコープもこれらの取り組みに参加、

環境配慮型商品の供給を積極的に行

っています。現在、容器包装にプラスチ

ックを使用しているコープ商品は約

4,700 品目ありますが、再生プラスチ

ック、植物由来プラスチック容器を使用

した商品を拡大し、2022 年度末では

779 品目にまで拡大しています。全国

で展開するミックスキャロットは紙パッ

ク化により 27ｔのプラスチック容器包

装削減につながっています。また、環境

や社会に配慮した主原料を使った商品

に共通のロゴマークを付けてシリーズ

化した商品「コープサステナブル」を 4

つのテーマ（海の豊かさを守る、森の資

源を守る、organic、リサイクル材使

用）で展開しています。こうした商品を

選んで使う“エシカル消費”が「持続可

能（サステナブル）な」社会実現につながります。ならコープでは 2022 年 10 月～11 月にかけて「組合

カトラリー類有料化のお知らせ 
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員のつどい」を開催し組合員とエシカル消費の学習をすすめました。 

② 組合員や職員とすすめたプラスチック削減の取り組み 

1) ならコープの環境・エネルギーに関わる事業及び活動を審議し、具

体化をすすめている環境・エネルギー政策協議会は「蜜ろうラップ

づくりワークショップ」を開催し、プラスチック容器包装削減につい

て組合員と一緒に考えています。蜜ろうラップづくりワークショップ

は組合員が活動するコープ委員会からも講師依頼があり、楽しみ

ながらプラスチック問題について考える機会が広がっています。 

2) ならコープでんきを知って知らせる活動をしているならコープ

でんきファン倶楽部世話人会には同協議会メンバーも参加し

ています。ならコープでんきファン倶楽部世話人会では、ならコ

ープでんき啓発動画作成に加えてプラスチックごみ問題啓発ツ

ール「プラボトルのぺったん紙芝居」を制作、その紙芝居を動画

にしたものを奈良県水循環・森林・景観環境部 廃棄物対策課

公募の「プラ削減動画コンテスト」に応募した結果、優秀賞を獲

得しました。 

③ 地球環境を守る取り組みでは、森や海の資源、生態系に配慮し

た原料で商品作りをおこなう FSC認証10、MSC認証11マーク

付きの商品の案内をすすめました。ならコープは、2022年度

も日本生協連「コープの洗剤寄付キャンペーン」に参加、コープの代表的な商品であるセフター（洗剤）

などで、供給点数 1点につき 0.5円をWWFジャパンに寄付し、インドネシア領ボルネオ島での森林

破壊を伴わない小規模農園による持続可能なパームヤシ生産のプロジェクトを応援することが出来ま

した。全国の生協全体では 3,220,275円（2021年 5月 21日～2022年 5月 20日供給分）を寄

付しています。 

  

蜜ろうラップづくりワークショップ 

啓発紙芝居「プラボトルのぺったん」 
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(3) 循環型社会の形成に向けた取り組み 

① 廃棄物削減の取り組み 

 （図 5） 

2018年6月以降、店舗での廃棄物の現状を把握し（どの部門からどれだけの廃棄物が排出されているか）、

問題解決と作業効率を高めるために環境Ｎａｖｉ（廃棄物計量管理システム）を導入、計量結果のデータ化によ

り、部門ごとの廃棄量が把握でき、改善しやすくなりました。GPR 向上、ロス率改善に取り組むことで廃棄物

削減に取り組んでいます。日配商品の管理期限の延長（賞味期限当日まで販売）、自動発注システムなど発

注精度の向上、在庫管理精度の向上などによって廃棄物を減少させることができ、生ごみ排出量は

350,192kg（前年 360,914kg、前年差 10,722kg、2019年度比 85.5％）となりました。 

1) 食品ロス削減は店舗の経営効率向上に貢献していますが、ＧＰＲ改善、廃棄ロス金額削減だけでは廃棄重

量削減につながりにくくなってきており、廃棄量に視点を置いた取り組みが課題となっています。 

2) 店頭では「てまえどり」等のＰＯＰ掲示、もったいない市の常設設

置などで「食品を無駄にしない」ことを組合員に情報提供してい

ます。10月に農林水産省の「食品ロス削減のための消費者啓発

に取り組む小売・外食事業者」に登録、食品ロス削減月間に全

店舗でポスター掲示を行いました。また節分には、恵方巻のロス

削減のため㈱奈良コープ産業と連携し、店舗間での振替を行う

ことで食品ロス削減に努めました。 

3) 夕食宅配でお付き合いのある㈱フルックス の野菜加工工場か

ら廃棄として出るサツマイモ・カボチャの切れ端を原料に、㈱萬成

水耕栽培（就労支援 B型）が冷凍野菜を生産しています。使える食材を丁寧に選別し加工した冷凍野菜

店舗の手前どりコーナー 
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は、ならコープの店舗や共同購入で供給をしています。地域の食品ロス軽減につながるとともに加工工場

で働く障がい者の雇用支援にもつながっています。 

4) 無店舗事業のキャンセル品や予備品などの在庫品、店舗の管理期限切れ商品のほかに組合員とフードドラ

イブで集めた食材をフードバンク奈良や社会福祉法人などに提供しました。生鮮品などのキャンセル品につ

いては職員への内部販売を行い、生ごみとして廃棄する量を減少させています。店舗にて毎月実施してい

るフードドライブには組合員や職員有志が参加、食品だけでなく、学用品の受付も行い、必要とされている

方々に配布しました。食品ロスの日の 10月 31日には、全店舗でフードドライブを開催し、組合員 1,918

人が参加、無店舗事業のキャンセル品等含め食品 4,166kg学用品 638㎏をNPO法人フードバンク奈

良へ食品提供しました。 

5) 生ごみリサイクルでは生ごみ排出量 350,192kg（前年 360,914 kg、前年比 97.2％）に対してリサイク

ル量が 271,721㎏（前年 254,151kg）となり再生利用率は 77.6％（前年 70.4％）となりました（表 9）。

2021年度末から農産加工センターで排出する生ごみをたい肥として活用できるようになったことが要因

です。また、（株）ハートフルコープならに委託してリサイクルを実施、2022年度は生ごみ 18,660kg（前

年 25,005kg）を処理して 1,866kg（前年 2,500kg）の乾燥残渣を製造しました。乾燥残渣は県内の産

直農産物生産者によって、牛糞などの堆肥と混ぜ、半年間の発酵期間を経過後に肥料として使用されてい

ます。 

 

  
（表 9） 
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② 再資源化の取り組み～リサイクル～ 

 

（表 10） 

 

（図 10） 
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ならコープでは使用する容器包装をできるだけ減らすとともに、リサイクルの

しくみが確立している品目については、店舗や配達を通じて組合員から回

収、物流センター内にあるリサイクル施設にて分別、選別、圧縮したのちリサ

イクル事業者に売却しています。 

1) 2021 年度からお弁当の蓋やサラダのトレーなどに使用される透明な容

器・蓋の回収を全店舗で開始、リサイクル開始時に組合員が店頭でデモン

ストレーションと丁寧な説明を行ったこともあり、順調にリサイクルが進ん

でいます。ならコープは 1982 年からマイバッグ持参運動を展開、組合員

に丈夫な買物袋を提供することで使い捨てレジ袋を削減、レジ袋使用の際

には 1 枚につき 5 円の負担をお願いし、「環境資金」として環境活動に活

用してきました。2022 年度のマイバッグ持参率は 93.2％と高い水準を維

持し、レジ袋削減に貢献しています。 

2) 無店舗事業で使用する商品案内カタログが多いという意見を組合員や総代からあり、無店舗事業の重

要な課題です。くらしのパートナー（洗剤などの日用品カタログ）やスクロール（衣料品カタログ）のお届

けを選択できる仕組みを拡大し、商品案内カタログすべての停止も可能になりました。また帳合冊子数

の削減、媒体チラシの合冊を実施するなど削減に努めています。広報媒体は組合員の利便性に配慮し

て、紙媒体を残しながらもWEB媒体への移行をすすめており、少しずつですが成果がでてきています。

また、これまで配達時の商品荷下ろし帳票や組合員情報などは紙媒体を活用していましたが、スマートフ

ォンに搭載した商品荷下ろし情報をもとに商品配達を実施することで紙帳票の削減と組合員サービス向

上を実現しました。サイバーインシデントの影響により運用を一次中断していましたがシステム復旧に伴

い運用を再開し、紙資源使用量削減につなげていきます。  

透明な容器・蓋のリサイクル 
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3. 誰もが安心してくらし続けられる地域社会づくりに参加する取り組み 

私たちは、誰一人取り残さず、安心してくらし続けられる地域社会づくりに参加します。自治体や諸団体と

の連携を大切にし、地域を見守り、移動販売や配食事業といった生協の事業や活動のインフラを活用し

て、地域における役割発揮に努めます。 

 

① 吉野共生プロジェクトの推進 

「吉野の森と水を守る」ための取り組みとして、奈

良県森林組合連合会、ＪＡならけん、ならコープが

連携し、里山を再生する活動をおこなっています。

ならコープで扱う「奈良県産ひのひかり」の利用

1kgにつきＪＡならけんと 0.5円ずつ計 1円を

「吉野の森と水を守るための募金」として積み立

て、植樹や環境保全活動の費用に充てています。

2022年度の組合員への「奈良県産ひのひかり」

供給重量は 894,502kgでした。2023年度「吉

野の森と水を守るための募金」には 894,５０２円

（ならコープ寄付額は 447,2５１円）を寄付する予

定です。 

② 地域の方々と取り組む環境保全活動の取り組み 

1) ならコープのアースデーは、環境問題について考

え、行動する日として 199０年から開催しています。

33回目の開催となる 2022年度は多くの人が環

境問題を意識し楽しみながら行動できるように、6

つの企画（環境川柳、清掃活動、おもちゃドクター、

インスタグラム、リサイクルの展示、エコチャレンジ宣

言）を開催、のべ 1,291人が参加しました。 

2) 菜の花エコプロジェクトの取り組みである菜の花クラ

ブの取り組みは 2020 年 6月で終了しました。2020

年 10 月から「ならっぴクラブ～チーム西畑～」と名称

を変更し、生駒市西畑町の棚田をフィールドにした菜

の花栽培の活動に加え、環境教育や SDGｓの視点を

大切にした内容を追加して、活動を開始しています。

2022 年度は SDGs、食品ロス啓発（手前どりのテマ

ちゃん紙芝居）、プラスチック削減啓発（プラボトルのぺ

吉野の森と水を守るための募金パンフレット 

アースデー企画 環境川柳募集ポスター 

コープ学園前付近の秋篠川清掃 
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ったん紙芝居）をおこなうなど、組合員と楽しみながら学習し

ました。8 月には搾油した菜種油でドレッシングづくりのオン

ライン調理実習を実施、コロナ禍の中、工夫しながら活動を

すすめました。組合員とその家族の農業や自然への関心は

年々高まっており、自然体験を通じて地球にやさしいくらし

方を考える機会の提供になりました。 

3) 環境月間には組合員や地域の方々とさまざまな学習をすす

めました。 

(ア) プラスチック削減を考える「蜜蝋ラップづくりワークショッ

プ」を北・中・南エリアの店舗で開催し、繰り返し使うこと、

大切に使うことを学び、プラスチックを使わないくらしにつ

いて考える機会を提供しました。 

(イ) 奈良市平城東公民館が企画する学習講座に講師として参

加「フードロスの学習会」をおこないました。 

(ウ) ならコープ店舗の店頭に環境配慮型商品のクイズを設置、

クイズ回答用紙と牛乳パックのコアノンロール交換会を開

催し、食品リサイクルループのことやならコープでんきに関

する啓発を行いました 

(エ) 環境測定活動は 1992年から開催しており、2022年は 3１回目

の活動を行いました。２３４人の申し込みがあり、組合員モニター

が家族と一緒に、大気（ＮＯ２）・河川水質(ＣＯＤ）・酸性雨の調査

を実施、203 人（昨年２５４人）が報告書を提出しました。環境測

定活動には県立青翔中学の生徒さんたちも授業の一環として参

加、ならコープの環境測定活動が地域の学校教育の現場で活用

されています。 

4) 2005 年度からレジ袋代金の一部を環境保全活動に取り組む団体

への助成金として活用しています。2022年度は 19団体か

ら申請が有り、総額 70.3 万円を助成しました。2005 年か

らの 18 年間累計では延べ 340 団体、計 15,053,601 円を助成しまし

た。2 月には環境保全活動助成団体交流会を開催し、各団体が奈良県各

地で取り組んでいる活動を共有、参加者同士が交流することができまし

た。 

環境測定活動 

ならっぴクラブ 参加者との学習風景 

平城東公民館 フードロス学習会 

環境配慮商品クイズ（ディアーズコープいこま） 
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5) 毎年秋に組合員と職員がテーマを決めて学習する組合員のつど

いでは「ひとりひとりの選択が未来を変える～エシカル消費

2022～」と題し学習をすすめました。11 月 10 日（木）SDGｓを

推進する店舗であるコープ真美ケ丘のイートインコーナーにて

「コーヒーとエシカル消費学習会」を開催、淹れたての「有機コー

ヒー」を楽しみながら、参加組合員 8 名とエシカル消費の大切さ

と商品の美味しさと魅力を学びました。 

③ 自然災害等へリスク対応 

1) 奈良県とならコープは県民の緊急時飲料水の寄託契約を締結しています。㈱ハートフルコープよしのが

製造する奈良桜よしの天然水を緊急時飲料水として一定量を保管管理しながら事業活動で使用してい

くローリングストック12の手法をとることで廃棄や保管場所問題に対応、奈良県の防災に協力しています。 

2) 職員には県内道路の冠水ポイントを明示し配達や出退勤時の水害リスクへの備えを啓発、事業所毎に

脆弱点を見出すことでＢＣＰ13の一律的な決め事からの脱却が生まれつつあります。ならコープでは電

気自動車を 54 台（ハイブリッド車含む）、燃料電池車（水素自動車）1 台を保有、災害時に発生する停

電の際には必要とされる地域へ電気を移動させることが可能です。 

3) 近年、自然災害による停電時の電気の重要性が共通認識になりつつあります。そのことから 2019年度

にならープ無店舗事業の配送委託先である一般社団法人かわかみらいふ（川上村）に設置した災害時

の電源として蓄電システムを公民館等へ設置することを各自治体に提案しています。天理市は 2022

年 3 月「天理市立南中学校電力購入契約(PPA)による太陽光発電設備導入事業」の実施事業者を公

募、㈱コープエナジーならが同事業を受託しました。2022 年 12 月～3 月に施工完了し、CO2ゼロの

電力の供給を開始しました。又、2050 年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボ

ンシティ宣言」をしている田原本町と 2022 年 8 月に包括連携協定を締結。2023 年 2 月、田原本町

は環境省が公募する脱炭素先行地域への応募に際し、ならコープは共同提案者として地域の企業（奈

良中央信用金庫、トラストバンク㈱、奈良県）とともに参加しました。2023 年度にゼロカーボンシティ宣

言をする準備をすすめている奈良市からも、環境省が公募する「地域脱炭素移行・再エネ推進事業実

施計画（重点対策加速化事業）」に応募するにあたり、ならコープグループに協力要請があるなど、自治

体の脱炭素に向けた動きとならコープとの連携が活発化しています。 

 

コーヒーを選べば世界が変わる学習会 
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第 13次中計アクションプラン
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年 月 ならコープ環境活動のあゆみ 

1978 11 合成洗剤に含まれるトリポリリン酸塩等による赤潮が社会問題化する中で、｢奈良の河川と瀬戸

内海の汚染を防ぐ洗剤対策の一層の強化を求める請願｣署名（57,411人） 

1979 1 同請願署名が県議会で採択 

1982 12 コープ六条開設準備中に組合員の提案による「マイバッグ(お買い物袋)」が実現    その後全

店に広がった 

1989 4 「ＣＯ－ＯＰ・ＥＶコープ低公害車開発株式会社」に参画 

1990 5 「アース・デー・スプリング inなら‘90(物流センターにてパネルディスカッション)」開催（第 1

回） 

  7 第 1回牛乳パック回収(カートンクラブによる集団回収) 

  11 物流センターに発泡スチロール溶融機を導入 

1991 5 総代会で｢事業高の 1000分の 1を環境資金として運用｣することが確認され、運用を開始 

  11 「ならコープ環境基本政策」策定 

1992 5 

        

ブラジルで開催された｢環境と開発に関する国際連合会議(地球サミット)｣に組合員と役員の 3

名を代表派遣 

        河川の水質、大気汚染、酸性雨を測る環境測定活動の開始 

  10 全国リサイクル推進協議会会長賞受賞 

1993 3 空き缶回収機くうかん鳥を全店設置 

  5 第 1回 PETボトル実験回収 

1994 2 アルミ缶回収協力者賞（筆頭表彰を受賞） 

  7 回収トレーを再生した 1.3kg入り卵容器「まもるくん」を開発 

  8 北部支所と香芝支所に、NOX(窒素酸化物)の排出が少ないＣＯ－ＯＰ・ＥＶコープ低公害車開

発株式会社の LPG（液化石油ガス）トラックを計 2台導入 

1996 3 中央環境審議会「環境基本計画公開ヒアリング」にならコープの活動と意見を発表 

1997 2 共同購入の産直たまごパック 10個入りの PETを原料にした仕様に変更 

  6 環境庁の「地球環境功労者表彰」受賞 

  7 ISOに準じたマネジメントの構築を目指しリサイクル・環境マネジメント推進委員会発足 

  8 NPOや事業者等奈良県の 30団体が加入する奈良環境県民フォーラムが発足･参画。 

  11 PETボトル中間処理施設をコープセンターに設置 

  12 地球温暖化防止京都会議（COP3）NGO集会に参加 

1998 7 店舗での塩ビ系食品ラップの供給中止（1990年業務用ラップ、1998年 2月共同購入ではす

でに中止、ならコープでの塩ビ系食品ラップの取扱いは全面中止） 

  10 奈良県環境県民フォーラムが主催し、ならマイバックキャンペーンを実施、ならコープは「マイか

ご」も導入 

  11 全店に｢マイかご｣導入 
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年 月 ならコープ環境活動のあゆみ 

1999 11 回収した商品カタログを商品カタログに再生するクローズドリサイクルシステムを開始（共同購

入カタログのリサイクル）。 

2000 7 奈良県環境保全功労賞を受賞 

2001  1 食品リサイクル法 4月施行対応として、独自に生ごみを堆肥化する「生ごみ処理機」をコープ六

条に導入 

  12 環境基本政策策定から 10年を経過し、新環境政策を策定 

2003 3 ISO14001認証取得(環境管理の国際規格) 

  5 無店舗事業の内掛袋のリサイクルを全支所でスタート 

  7 コープきんき事業連合創立総会 

  10 リデュース・リユース・リサイクル推進協議会会長賞受賞 

2004 3 あすなら苑太陽光発電開始 

  8 コープ学園前に農産直売所を開設し、地産地消による環境負荷低減の取り組みを開始 

  9 太陽光発電斡旋事業開始  

2005 5 環境活動に取り組むNPOや団体を支援するため、環境保全活動助成金を開始 

2006 6 ならコープの配達トラックのバイオディーゼル燃料（BDF）による実験走行 

  8  菜種から搾油した油を回収し、廃食油を原料にバイオ燃料を精製する菜の花エコプロジェクト

の取り組みをスタート 

  11 ISO9001:2000認証取得 

2007 3 生駒市環境地域協議会が設立し参画 

  7 西奈良支所にバイオディーゼル給油タンクとトラックを 5台導入 

  9 店舗のレジ袋代金のレジ精算方式を全店導入 

  11 NPOが選ぶ CANJAPAN第 1回CSRプラス大賞の｢地域の CSR大賞」受賞 

  12 西奈良支所に太陽光発電を設置 

2008 4 組合員ボランティアによる廃食油の定期回収が始まる（ディアーズコープたつたがわ） 

    電力削減プログラム「見えタロー」をディアーズコープいこま・コープ学園前に導入（以後、コープ

おしくま・コープたかだ・ディアーズコープたつたがわに導入） 

  9 コープたかだに農産直売所が開設され、全店に開設 

  10 奈良市地球温暖化対策地域協議会が設立し参画 

2009 1 生駒市環境地域協議会「ECOMA」と「レジ袋削減に向けた取り組みに関する協定」締結 

  11 JAならけんとならコープで、県内産ひのひかり 1kgにつき 1円を積み立て、植林等に活用する

｢吉野の森と水を守るための募金｣創設 

    大和高田市地球温暖化対策地域協議会が設立し参画 
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年 月 ならコープ環境活動のあゆみ 

  12 デンマークで開催された国連気候変動枠組み条約第 15 回締約国会議（COP15）に組合員代

表を派遣  

2010 1 経済産業省公募事業の「ロボットによる多種類プラスチック分別回収リサイクル装置開発と

COOPでの実証」にディアーズコープいこまで実験。 

  3 「吉野の森と水を守るための募金」により吉野町の脳天大神所有地に広葉樹 160本を植樹 

  7 コープみみなし天井照明を約 500本 LED照明に入れ替え実施 

  10 生物多様性年並びに COP10の名古屋開催にあたり、学習や里山観察会を実施  

    コープ学園前で使用済み天ぷら油の定期回収が開始され、全店舗で回収実施 

2011 6 ディアーズコープたつたがわ天井照明約 840本を LED照明に入れ替え実施 

  7 コープ朱雀天井照明約 660本を LED照明に入れ替え実施 

  8 恋の窪本部の蛍光灯約 270本を LED照明に入れ替え実施 

2012 2 2020年に向けたならコープのあらたな環境政策の策定 

  7 物流センターへの太陽光発電設備の設置（385kW）。既存の自家発電設備と連携したハイブリ

ッド発電システムとして大規模災害の電力崩壊リスクの軽減 

  9 安心して住める福島を取り戻すための署名 12,836筆を日本生協連に送付 

    ディアーズコープいこま、コープ学園前の LED照明に入れ替え 

  6 食べる“なら”大和 金胡麻入りくろずドレッシングの開発 

  11 産直たまごピンクへの飼料米の飼料投与（2 ヶ月） 

  10 コープみみなし、コープ真実ヶ丘の食品残渣を肥料化する資源循環型農業に取り組んでいる㈱

サムズファームとの取引開始 

    無店舗事業でのバイオディーゼル車両 5台増車し、30台での運用 

  11 ㈱ＣＷＳ天理本社に太陽光発電設備（95kW）を設置 

    新環境政策紙芝居を活用した出前学習の実施。 

  6 あすなら塾で久隆浩近畿大学教授を講師に「2020年に向けて私たちに何ができるの？」を開

催。 

  7 吉野の森と水を守るための募金を活用し、大淀町に 4種類の広葉樹 80本を植樹、105人が

参加。 

2013 2 中エリアで奈良県産金ごま入り大和のあられ開発 

    南エリアで奈良県産金ごま使用ごま団子開発 

  5 ディアーズコープたつたがわ省電力型冷ケース導入 

  6 ディアーズコープいこまで食育・環境フェア開催 

  9 ならコープ容器包装指針を変更 

  11 南部地域産業振興推進大会「なんゆう祭」に参加 

  12 市民・地域主導による再生可能エネルギー普及学習会 
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年 月 ならコープ環境活動のあゆみ 

2014 2 エネルギー政策を策定 

  3 東吉野村「つくばね発電所」復活に災害支援積立金から寄付金贈呈 

  4 奈良県エコキャラクター「な～らちゃん」付きの米粉入り食パン販売を開始、利用 1点につき 1

円を奈良県環境県民フォーラムに寄付、県内環境保全活動に貢献 

    本部建替えに伴い LED照明、人感センサー導入による省エネ施設化 

  6 市民共同発電所「恋の窪未来発電所＠ならコープ」発電開始 

  10 田原本支所太陽光発電設備（273kW)を設置 

  11 コープおしくま、コープたかだの LED照明に入れ替え 

2015 1 東吉野水力発電株式会社設立され、㈱ＣＷＳが資本参加 

  3 水源地の村・川上村「未来の風景づくり」開始。 

    農産加工センターの食品残渣を乾燥し、産直生産者が堆肥原料として活用開始 

    三菱自動車よりアウトランダー PHEV寄贈を受ける 

  6 発電事業を目的にした子会社㈱コープエナジーなら設立 

    コープいまごの LED照明に入れ替え 

  7 ㈱コープエナジーならが桜井支所 53kW、西奈良支所 53kW、コープみみなし 248kW、ディ

アーズコープたつたがわ 365kW、コープ朱雀 256kWに太陽光発電設置 

  8 店舗でクールシェア実施 

  12 木質ペレットを燃料とするペレットストーブを奈良県の補助を受け、本部に設置 

2016 3 田原本物流センター東棟開設 

    田原本支所に BDF車両 18台導入し、合計 63台で運用 

  5 吉野にある竜門岳付近で採水した天然水を使用した宅配水事業（奈良桜よしの天然水）、水耕

栽培、農産集荷拠点として吉野事業所を開設。 

  8 吉野事業所に太陽光発電設備を設置（全量売電 890kW、自家消費 12kW） 

  9 太陽光発電収益の一部を寄付し、再エネ協同基金を創設し、基金を管理する（一財）再エネ協

同基金を設立 

  11 コープなんごうオープン。冷凍冷蔵ショーケースに自然冷媒（CO2）を使用、LED照明、太陽光

発電設備の設置と発電した電気を店内で使用することで電気使用量の削減行う環境にやさし

い店舗として開設 

  12 ㈱ＣＷＳが小売電気事業に参入し、ならコープ事業所への電気供給を開始 

    本部事業棟に太陽光発電設備設置（自家消費 49kW）し、災害時に活用できるように蓄電池を

あわせて設置 

2017 1 コープなんごう太陽光発電開始（自家消費 308kW、全量売電 61kW） 

    ディアーズコープいこまにて使用済天ぷら油回収作業軽減としてペットボトル回収開始 

    「奈良の木」を使用した贈り物開発プロジェクトへの参加 

  4 組合員への電気供給「ならコープでんき」開始  
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年 月 ならコープ環境活動のあゆみ 

  6 環境月間にオールド冷蔵庫コンテスト開催。1974年生冷蔵庫がグランプリ 

  7 環境学習会「SDGs（持続可能な開発目標）ってなに？」～再生可能エネルギーの普及で持続

可能な社会をめざそう～」を開催。 

    東吉野水力発電㈱により復活した「つくばね発電所」が 54年ぶりに発電を開始 

  9 コープ学園前、コープ朱雀、コープおしくまの 3店舗について環境省の補助事業を活用し、省エ

ネポテンシャル診断実施。 

  10 組合員のつどいでの「エシカル消費」学習とエシカル月間に取り組む 

  11 コープ七条オープン。冷凍冷蔵ショーケースに自然冷媒（CO2）を使用、LED照明、太陽光発電

設備の設置と発電した電気を店内で使用することで電気使用量の削減行う環境にやさしい店

舗として開設 

2018 1 つくばね発電所の電気をならコープでんきの電源として組み入れ、組合員に供給開始。 

  2 コープ七条太陽光発電開始（自家消費 313kW） 

  5 ならコープwithローソン真美ケ丘店太陽光発電設置（自家消費 66kW） 

  6 第 46回通常総代会において「コープ SDGs行動宣言」を組合員と確認 

    コープいまごリニューアルオープン。冷凍冷蔵ショーケースに自然冷媒（CO2）を使用、電気使

用量の大幅削減を実現し、環境にやさしい店舗として開設 

    環境月間にオールドエアコンコンテスト開催。1976年製エアコンがグランプリ 

    環境NAVI（廃棄物計量管理システム）を導入 

  8 熱中症予防の呼びかけとともにならコープでんき契約者全員に、8 月度の電気料金を一律

5％値引き実施 

  9 コープふれあいセンタ六条のスペースをフードバンク奈良の食材提供拠点として提供 

  
  

ならコープでんき利用者の 86 人がエネルギーの産地である「つくばね発電所」を見学し、エネ

ルギーの地産地消について学習 

  
  

ディアーズコープいこま、ディアーズコープたつたがわ、コープみみなしの 3店舗について環境

省の補助事業を活用し、省エネポテンシャル診断実施。 

2018 10 下北山村の村づくりに関する包括連携協定を締結 

    組合員のつどいでならコープの取り組みと SDGs との関係についてみんなで学ぶ機会をつくり

4,452 人の参加 
 

  コープ七条、コープ朱雀では SDGｓお買い物ラリー実施 
 

12 本部事務棟の屋根を地域の環境団体（一社）地域未来エネルギー奈良に貸借し、発電した電気

を CO2ゼロの電気として購入開始。 

2019 1 下北山村の小又川発電所更新プロジェクト更新工事開始 

  2 小又川発電所更新資金の一部を社会投資ファンドで募集を開始 

  3 ＢＤＦ車両を経年劣化や故障頻度増加により 8台減車し、46台になる 

    ペットボトル、食品トレーリサイクルのエフピコ㈱を組合員、店舗職員が見学 
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年 月 ならコープ環境活動のあゆみ 

  4 米粉入り食パン廃盤にともない、2018 年度からは㈱ハートフルコープよしのが製造する「桜よ

しの天然水 8Ｌボトル利用 1点に付き 1円を積み立て、奈良県環境県民フォーラムに寄付を開

始。 

  5 店舗の冷蔵冷凍ショーケースの清掃を開始。 

  6 2030環境ビジョン策定会議キックオフとしてNPO法人環境市民下村伊都子氏による学習会

を開催 

 11 ㈱ＣＷＳが提供するならコープでんきは、太陽光発電で発電した電気を一定価格で買い取る制

度である固定価格買取制度（以下ＦＩＴ制度）の買取期間が終了する組合員からの買取方針を

確定し、2019年 11月から組合員宅の屋根の太陽光発電の買取を開始 

2020 2 コープいまご太陽光発電設置（自家消費 108kW） 
 

3 （一社）かわかみらいふに㈱コープエナジーならが蓄電システム導入（5kW）。発電した電気は

かわかみらいふが自家消費するとともに蓄電池に貯め災害時に備える。余剰電力はならコープ

でんきの電源に活用。㈱CWSが運営する葬儀会館ここ和 に蓄電システム導入（自家消費

5kW） 
 

5 下北山村との協働により更新した水力発電所 小又川発電所が発電開始（197.7kW） 

  店舗で漬け物や豆腐、畜産、水産商品のレジでのポリ袋入れサービスを廃止 

 9 ならコープの 2030環境ビジョンを策定。CO2 50%削減、食品ロス 50％削減、プラスチック

容器包装 30％削減する。 

 10 気候ネットワーク広瀬和代氏を講師に招き「エネルギーを選んで災害を減らそう！かんたん、お

いしい、防災クッキング～」を開催、15人（うちオンライン 8人） 

 12 奈良県は「奈良県環境総合計画（2021-2025）（案）」に対する意見を募集、ならコープと（一

財）再エネ協同基金が意見を提出。 

2021 2 コープみみなし改装。傘のしずく取り機を実験導入。 

 4 下市ステーション開設。太陽光発電（19.4kW）と蓄電池（4kWh）、EVバッテリーから施設に

給電できる V2H（Vehicle to Home）を設置。 

  水素自動車のトヨタMIRAI、電気自動車の日産リーフを導入。環境配慮型車両（水素自動車・

電気自動車・プラグインハイブリッド車は合計 54台に。 

 5 コープいまごでは冷蔵・冷凍ショーケースおよび空調の室外機に省エネ機器コンティニュウムを

設置 

 6 コープみみなしにて透明な容器・蓋の実験回収開始 

 8 天川村は「令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再エネの最大限の導入の計

画づくり及び地域人材の育成を通じた持続可能でレジリエントな地域社会実現支援事業）に係

る補助事業」の事業者を公募、㈱コープエナジーならが採択される。 

 11 奈良教育大学副学長の藤井智康教授とエフコープ組合員活動部を講師に迎え「環境測定活動

第 30回記念講演会」を開催。 
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年 月 ならコープ環境活動のあゆみ 

 12 奈良県の補助金「令和３年度地域エネルギー資源活用支援事業」を活用して一般財団法人 再

エネ協同基金が薪ストーブを設置 

2022 2 新電力各社への負担増が消費者の不利益につながることから「容量市場制度の見直しを求め

る意見」を経済産業大臣 萩生田光一氏、環境大臣 山口壯氏宛てに提出。 

  傘のしずく取り機全店導入。 

 3 コープ学園前リニューアルオープン。省エネ機器導入により 28％程度の電気使用量削減に合

わせて太陽光発電も設置。 

  透明な容器・蓋の回収を全店で実施。 

  天理市は 2022年 3月「天理市立南中学校電力購入契約(PPA)による太陽光発電設備導入

事業」の実施事業者を公募、㈱コープエナジーならが同事業に応募。 

  コープ学園前改装、省エネ型冷蔵・冷凍ショーケース、太陽光発電設備（自家消費）導入。 

  環境省「令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金」を活用し旧農産加工センター

に太陽光発電（131.04kW）をおひさま PPA㈱が設置、旧農産加工センターは他企業への賃

貸中であることから、発電した電気は旧農産加工センターでは使用せず、送電線にて物流セン

ターまで託送し、電気を使用するオフサイト PPA という新しい事業モデルで導入。 

 4 「天理市立南中学校電力購入契約(PPA)による太陽光発電設備導入事業」の実施事業者に㈱

コープエナジーならが採択される。 

 5 コープなんごうに空調のエネルギー効率改善につなげる静電気除去シートのコンティニュウム設

置。 

 7 映画ウェンデ実行委員会による映画「ウェンデ～光と水のエネルギー～」を奈良県文化会館と橿

原文化会館で開催し、延べ 146人が参加。 

 7 小型 EV トラック ELEMO（HW-ELECTORO社）納車。同 10月に組合員 吉村恵さんによ

るデザインをラッピングし、あったか便配送車両としてコープ学園前に配車。 

 10 サイバーインシデントにより内部データが暗号化され、事業活動に大きな影響が出る。無店舗事

業では 5週間配送停止する事態になる。 

 12 再エネ 100宣言 RE Actionに登録。2035年に事業活動で使用する電力を再エネ 100で

運用を社会に宣言。 

 2 コープ七条に空調制御システムであるエナッジ air導入。 

 3 奈良県廃棄物対策課が公募した「プラスチック削減動画コンテスト」に応募した「プラボトルのぺ

ったん動画」が優秀賞を受賞 

㈱コープエナジーならによる「天理市立南中学校電力購入契約(PPA)による太陽光発電設備

導入事業」完成。 

コープ朱雀、コープ学園前、コープみみなしに空調のエネルギー効率改善につなげる静電気除

去シートのコンティニュウム設置 
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用語解説 

 
1 サイバーインシデント 

 2022年 10月 9日（日）外部からのサイバー攻撃により、ならコープが保有しているデータが暗号化された

ことにより発生したシステムトラブルのこと。データの復元に時間を要し、無店舗事業の商品供給を 7週間にわ

たり中止するなど、ならコープ創立以来の最大の危機に陥る事態となった。 
2 関係企業（おひさま PPA株式会社） 

発電事業を目的にカジノン株式会社、おひさまエナジーステーション株式会社の出資により設立された法人。

カジノン株式会社、おひさまエナジーステーション株式会社はならコープ店舗および支所への太陽光発電設

備設置を実施した協力会社である。 
3 オフサイト PPA 

再エネ電源の所有者である発電事業者 (ディベロッパー、投資家等含む) と電力の購入者(需要家等) が、

事前に合意した価格及び期間における再エネ電力の売買契約を締結し、需要地ではないオフサイトに導入され

た再エネ電源で発電された再エネ電力を、一般の電力系統を介して当該電力の購入者へ供給する契約方式 
4 バイオディーゼル燃料 

 菜種油、ひまわり油、大豆油、コーン油などを原材料としてメタノール（メチルアルコール）と触媒でエステル化

してグリセリンを分離除去して、動粘度を軽油の 2倍程度まで下げた液体燃料のこと 
5 ㈱コープエナジーなら 

 発電を目的に 2015年に設立した、ならコープの子会社 
6 V2H（（Vehicle to Home） 

 電気自動車に搭載されている蓄電池から家の中に電気を送るための装置。自動車から家へを意味する

「Vehicle to Home」が V2H という名前の由来。 
7 再エネ 100宣言 RE Action 

 企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が使用電力を 100％再生可能エネルギーに転換する意思と行

動を示し、再エネ 100％利用を促進する新たな枠組み。 
8 奈良県環境県民フォーラム 

 環境保全活動を積極的に行っている県民団体や企業等で構成し、相互の意見や情報交換を通じてそれぞれ

の団体等の活動をステップアップするとともに、環境保全活動の先導的役割を果たすことを目的として平成９年

８月に発足。 
9 マイクロプラスチック 

 直径 5 ミリメートル以下の小さなプラスチックのこと。 
10 FSC認証 

 持続可能な森林活用・保全を目的として誕生した、「適切な森林管理」を認証する国際的な制度。 認証を受け

た森林からの生産品による製品には FSCロゴマークがつけられる。 
11 MSC認証 

 MSC（Marine Stewardship Council：海洋管理協議会）の厳格な規格に適合した漁業で獲られた持続

可能な水産物にのみ認められる証、MSCロゴマークがつけられる。 
12 ローリングストック 

 普段の食品を少し多めに買い置きしておき、賞味期限を考えて古いものから消費し消費した分を買い足すこ

とで常に一定量の食品が家庭で備蓄されている状態を保つための方法。 
13 BCP 

 事業継続計画のこと。災害などの緊急事態が発生したときに、企業が損害を最小限に抑え、事業継続や復旧

を図るための計画。 


